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令和 7年 2月 27日（木） 

総 合 調 整 会 議 資 料  

令和７年度 地方税制改正（案）について 

税 務 課 

１ 個人市民税  

個人住民税について、所得税の諸控除の見直しのほか、地方税財源への影響や税務手続の簡素化の

観点等を総合的に勘案し、次の措置を講ずる。（令和７年分所得に係る令和８年度分の個人住民税から

適用） 

 

◎ 給与所得控除の見直し［所得税と同様］ 

給与所得控除の最低保障額について、６５万円（現行５５万円）に引上げる。 

 

◎ 大学生年代の子等に関する特別控除（特定親族特別控除）の創設［所得税と同様］ 

   特定扶養控除に関して、控除対象となる大学生年代の子（１９歳以上２３歳未満）等の所得要件

を拡大するとともに、一定の所得を超えた場合でも親等が受けられる控除の額が段階的に逓減する

仕組みを導入する。（控除額：最高４５万円） 

 

親族等の合計所得金額 控除額 

５８万円超 ９５万円以下 

９５万円超１００万円以下 

１００万円超１０５万円以下 

１０５万円超１１０万円以下 

１１０万円超１１５万円以下 

１１５万円超１２０万円以下 

１２０万円超１２３万円以下 

４５万円 

４１万円 

３１万円 

２１万円 

１１万円 

６万円 

３万円 

 

◎ 扶養親族等に係る所得要件の引上げ［所得税と同様］ 

 扶養親族及び同一生計配偶者の合計所得金額に係る要件について、５８万円（現行４８万円）に

引上げる。 

 

※個人住民税にかかる制度改正は、今後の国の動向によって変更となる場合があります。 

 

２ 固 定 資 産 税  

◎ 生産性向上や賃上げに資する中小企業の設備投資に係る特例措置の拡充・延長 

中小企業が先端設備等導入計画に基づき取得した一定の機械・装置等に係る課税標準の特例措置

について、賃上げを後押しするよう見直しを行った上、適用期限を２年に限り延長する。 

 

 

３ 軽  自  動  車  税  

◎ 二輪車の車両区分の見直し（軽自動車税（種別割）） 
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１２５ｃｃ以下 

（最高出力４．０ｋＷ以下） 

総排気量１２５cc以下で最高出力を４．０ｋＷ（５０cc相当）以下に制御したバイク（新基準原

付）に係る軽自動車税種別割の税率を年額２，０００円（５０cc原付と同額）とする 。 

 （令和７年４月１日施行） 

 

小型バイクの新区分 

 

※ 現行の５０cc 原付バイクは、令和７年１１月からの排出ガス規制への適合が困難であること等に

より、今後の生産販売の継続が困難となる。 

 

 

４ た ば こ  税  

国たばこ税の見直しに伴い、地方たばこ税においても、加熱式たばこが紙巻きたばこよりも税負担

水準が低く課税の公平性を欠いている状況を踏まえ、課税の適正化の観点から次のとおり見直しを行

う。（たばこ税率：15.244 円/紙巻きたばこ１本（うち、市町村たばこ税率：6.552円／紙巻きたばこ

本）） 

 

◎ 加熱式たばこの課税方式の見直し 

現在、重量と価格によって紙巻きたばこの本数に換算している課税方式について、重量のみで換

算する方式に見直すほか、一定の重量以下のものは１本をもって紙巻きたばこ１本に換算する仕組

みとする。 

 

現行 

 

 

 

 

 

 

改正後 

 

 

 

 

 

 

運転できる免許区分 総排気量 
軽自動車税額

（年） 

ナンバープ

レート 

原動機付自転車など 

５０cc以下 

→生産販売が縮小 

 

２，０００円 
白 色 

普通二輪（小型限定を

含む）など 

５０cc超９０cc以下 黄 色 

９０ｃｃ超１２５cc以下 ２，４００円 ピンク 

重量（フィルター等を除く。）

０．４ｇを紙巻きたばこ０．５ 

本に換算 

小売定価（消費税抜）の紙巻たば

こ１本当たりの平均価格をもって

紙巻きたばこ０．５ 本に換算 
１本 

ア 紙その他これに類する材料のもので巻いた加熱式たばこ  

重量の０．３５ｇを紙巻たばこの１本に換算 

（注）１本当たりの重量が０．３５ｇ未満のものは、その１本を紙巻たばこの１本に換算 

イ 上記ア以外の加熱式たばこ  

重量の０．２ｇを紙巻たばこの１本に換算 

（注）品目ごとの１個当たりの重量が４ｇ未満のものは、その１個を紙巻たばこ２０本に換算 

１本 

新基準原付 
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実施時期については、激変緩和等の観点から、令和８年４月１日と令和８年１０月１日の２段階で

実施する。 

令和８年４月～    現行の換算本数×０．５＋改正後の換算本数×０．５ 

令和８年１０月～  改正後の換算本数 

 

 

５ 国 民 健 康 保 険 税  

◎ 課税限度額の引き上げ（令和７年度から適用） 

  基礎課税額及び後期高齢者支援金等課税額に係る課税限度額を引き上げる。 

  

項    目 
課 税 限 度 額 

【現 行】 【改正後】 

基礎課税額（医療分） 65万円 66万円 

後期高齢者支援金等課税額 24万円 26万円 

介護納付金課税額（40～64歳） 17万円 17万円（改正なし） 

合    計 106万円 109万円 

 

◎ 税（均等割・平等割）の軽減の対象となる所得基準額の見直し（令和７年度から適用） 

  ・５割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得の算定において、被保険者等の数に乗ずべき金額を

３０．５万円（現行２９．５万円）に引き上げる。 

  ・２割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得の算定において、被保険者等の数に乗ずべき金額を

５６万円（現行５４．５万円）に引き上げる。 

 

【現 行】 

基準額 軽 減 判 定 所 得 

７割軽減 基礎控除（43万円）＋10万円×（給与所得者等の数－1）以下 

５割軽減 基礎控除（43万円）＋（被保険者数×29.5 万円）＋10万円×（給与所得者等の数－1）以下 

２割軽減 基礎控除（43万円）＋（被保険者数×54.5 万円）＋10万円×（給与所得者等の数－1）以下 

 

 

【改正後】（令和７年度から適用） 

基準額 軽 減 判 定 所 得 

７割軽減 基礎控除（43万円）＋10万円×（給与所得者等の数－1）以下 

５割軽減 基礎控除（43万円）＋（被保険者数×30.5 万円）＋10万円×（給与所得者等の数－1）以下 

２割軽減 基礎控除（43万円）＋（被保険者数×56万円）＋10万円×（給与所得者等の数－1）以下 

 


